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第 16 章 教職員の服務等 

 

1 教職員の服務 
 
(1) 服務の意義と根本基準 

服務とは、教職員として守るべき義務や規律のことである。公立学校の教職員は地方公共団
体の教育活動に従事する公務員であり、その者の勤務する学校を設置する地方公共団体の公務
員であるから、地方公務員法（以下「地公法」という。）の服務の規定が適用される。さらに、
教育公務員については職務の特殊性から教育公務員特例法（以下「教特法」という。）に政治的
行為の制限、兼職及び他の事業等の従事などについての特例が定められている。 

公務員は、服務の根本基準として、「全体の奉仕者」（日本国憲法第 15 条第２項）としての
立場から、「公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに
専念しなければならない」（地公法第 30 条）とされている。 

 
(2) 服務の内容 

教職員の服務は、「職務上の義務」と「身分上の義務」に分けられる。 

(3) 服務規程と服務監督権者 
教職員服務規程については、法令、県の条例又は規則に定めるもののほか、服務監督権者に

よって制定されている。県立学校の教職員については県教育委員会、市町村（組合）立学校の
県費負担教職員については各市町村（組合）教育委員会が服務監督を行う。服務規程において
は、日々の服務の取扱いや具体的な手続きに関することが体系的に定められており、日々、守
ることが義務付けられている。 
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 職務上の義務  
ア 服務の宣誓 

公務員として任命された時点で、条例の定めるところにより服務の宣誓をしなければな
らない。（地公法第 31 条）（奈良県条例第５号「職員の服務の宣誓に関する条例」） 

イ 法令等に従う義務 
職員は、その職務を遂行するに当つて、法令、条例、地方公共団体の規則及び地方公共団

体の機関の定める規程に従わなければならない。（地公法第 32 条） 
ウ 上司の職務上の命令に従う義務 

職員は、その職務を遂行するに当つて、上司の職務上の命令に忠実に従わなければなら
ない。（地公法第 32 条） 

エ 職務に専念する義務 
職員は、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために用い、当該

地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。 
ただし、例外的に職務に専念することが免除される場合が、法律又は条例に特別に定め

られている。（地公法第 35 条） 
   
 身分上の義務  

ア 信用失墜行為の禁止 
職員は、勤務時間はもちろん、勤務時間外においても、その職の信用を傷つけ、又は職員

の職全体の不名誉となるような行為をしてはならない。（地公法第 33 条）つまり、公務員
としての職責を果たすにふさわしくない行為をしてはならないということである。 

「その職の信用を傷つけ」とは、その職員が担っている職の信用を毀損することをいう。
業務上の横領、職権乱用などがこれに当たる。 

「職全体の不名誉となるような行為」とは、公務に悪い影響を与えるような公務員の個
人的な行為をいう。勤務時間外であっても飲酒運転、交通事故、薬物乱用、常習賭博などを
行うことがこれに当たる。 

特に教職員の場合は、児童生徒や保護者の信頼なくしては職務を遂行することができな
い。他の公務員に比べ、この点は更に厳格に解釈されるので、十分に留意する必要がある。 

イ 秘密を守る義務 
職員が、職務を遂行するに当たって、その性質上、外部に公にしてはならない事項（例え

ば、児童生徒の成績や生徒指導上の問題など）がある。このような職務上知り得た秘密を
漏らしてはならない。このことは、在職中はもちろんのこと、退職後も同様に守らなけれ
ばならない。（地公法第 34 条第１項） 

ウ 政治的行為の制限 
職員は、政治的行為については、公務員の政治的中立性を確保しなければならないとい

う要請に基づき、制限規定がある。特定の政党を支持したり、反対するための政治教育や
政治活動、児童生徒に対する教育上の地位を利用した政治行為を禁じている。（地公法第
36 条、教特法第 18 条及び国家公務員法第 102 条） 

エ 争議行為等の禁止 
職員は、全体の奉仕者として公共の福祉のために勤務するという職務の性質上、同盟罷

業、怠業、その他の争議行為又は活動能率を低下させる怠業的行為に参加すること及びそ
れらの企画・共謀・煽り行為を禁止している。勤務時間内はもちろんのこと、勤務時間外も
である。違反すると、懲戒処分を受けるのはもちろんのこと、場合によっては刑事罰を受
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けることに 
なる。（地公法第 37 条、地公法第 61 条４） 

オ 営利企業等の従事制限 
職員は、任命権者の許可を受けなければ、①会社などの私企業の役員等になること、②

会社などの私企業を営むこと、③報酬を得て事業や事務に従事することを行ってはいけな
い。（地公法第 38 条） 

例外として、教育公務員が教育関係の他の業務に従事することが本務の遂行に支障がな
いと任命権者である教育委員会が認めた場合に、特例として①～③の行為を行うことがで
きるとされている。（地公法第 38 条、教特法第 17 条）（教育に関する他の職を兼ねるこ
とができる県費負担教職員については、任命権者ではなく服務監督権者である市町村教育
委員会が許可を与える（地教行法第 47 条第１項）） 

しかし、その場合であっても、勤務時間中に従事しようとする場合には、別途、勤務時間
を割くことについて職務専念義務（地公法第 35 条）の免除（職務専念義務の免除又は年休
の承認）の許可を受ける必要がある。 

 
  (4) 懲戒 

  懲戒処分とは、公務員という特殊な身分関係において職員に一定の義務違反があった場合
には、その道義的責任を追及し、公務員関係の規律と秩序を維持することを目的として、職
員の任命者が科する処分である。「職務上の義務」及び「身分上の義務」を違反した場合は、
懲戒処分の対象となり、事案によっては刑罰が科せられる。 
 奈良県の教職員に対する懲戒処分の基準については、以下に掲載されている。 
 

参考資料 
奈良県公式ホームページ 
 教職員の懲戒処分の基準 
 https://www.pref.nara.jp/secure/166953/narakyosyoku_tyokaiR060309.pdf  
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２ 教職員の休暇・休業制度 
 

教職員に関わる取得できる主な休暇・休業制度として、次のようなものがある。 

 

 年次有給休暇  職員の勤務時間、休暇等に関する条例第 13 条（以下「勤務時間条例」
という。） 
・ 暦年（１月１日から 12 月 31 日）に、有給で 20 日取得することができる。 
・ 新規採用１年目のみ、有給で 15 日取得することができる。 
・ その年に取得しきれなかった場合、翌年に限り 20 日を上限に繰り越される。 
 出産（産前・産後）休暇  勤務時間規則別表第２第 11 項 
二種類の取り方があり、申請時にいずれかを決める。 
＜１＞ 産前・産後休暇を別々に取得する場合 
 ・ 産前休暇・・・出産予定日より８週間（多胎妊娠の場合は 14 週間）前の日以降の

日から出産日までの期間 
 ・ 産後休暇・・・出産の翌日から産後８週間を経過する日までの期間 
＜２＞ 産前・産後休暇を一括取得する場合（出産予定日は産前に入れる。） 
 ・ 産前の休暇を始める日から起算して 16 週間（多胎妊娠の場合は 22 週間）を経過す

る日までの期間。 
 育児休業    地方公務員の育児休業等に関する法律 
       職員の育児休業等に関する条例、職員の育児休業等に関する規則 
・ 子を養育するため、子が３歳に達する日（３歳の誕生日の前日）まで取得することが

できる。 
 介護休暇   勤務時間条例第 15 条 
・ 配偶者等で負傷、疾病又は老齢により６日以上にわたり日常生活を営むのに支障が 

あるものの介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合に取得す 
ることができる。 

・ 介護休暇の指定期間は、通算して６月を超えない範囲内で、３回まで指定できる。 
 負傷・疾病による特別休暇   勤務時間規則第 14 条第１項 
・ 負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認めら 

れる場合 
・ 負傷又は疾病の種類によって、勤務時間条例及び規則で取得期間が決まっている。 
 その他の特別休暇   勤務時間規則第 14 条第２項 
・ 上記の休暇以外に、その他特別の事由により勤務しないことが相当であると人事委 

員会規則で定める場合 
・ 夏季休暇 盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため、 

７月から９月の期間内に、５日取得することができる。 
 
 
参考資料 
いいネット服務・給与サイト 
https://sites.google.com/e-net.nara.jp/soumukyuyo 
※服務のページを閲覧するには、ID とパスワードが必要ですので、管理職に 

御確認ください。 

https://sites.google.com/e-net.nara.jp/soumukyuyo

